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○倉敷市水道事業経営審議会条例 

平成１３年３月２３日 

条例第７号 

（目的及び設置） 

第１条 倉敷市の水道事業の経営に関する事項を審議し、もって適正かつ効率的な経営に資す

るため、倉敷市水道事業経営審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、水道料金の改定その他水道事業の経営に関する事項を調査、審議する。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 前号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を

妨げない。 

２ 市長において特別の事情があると認めたときは、委員の任期中でも解任することができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

４ 会長が必要と認めるときは、関係者の出席又は資料の提出を求めることができる。 

（委任） 
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第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この条例に基づき、最初に委嘱された委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、委嘱さ

れた日から平成１５年３月３１日までとする。 

（会議の招集の特例） 

３ この条例による最初の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

（関係条例の一部改正） 

４ 特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例（昭和４２年倉敷市条例

第２３号）の一部を次のように改正する。 

別表中「 

小・中学校学区審議会 委員 日額 ７，１００円 同上 

」を「 

水道事業経営審議会 委員 日額 ７，１００円 同上 

小・中学校学区審議会 委員 日額 ７，１００円 同上 

」に改める。 
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審議会での確認事項 

 

 

○ 倉敷市水道事業経営審議会の会議の公開について 

 

 １ 倉敷市審議会等の会議の公開に関する要綱（以下「公開に関する要綱」という。）に基づ

き、倉敷市水道事業経営審議会（以下「審議会」という。）の会議は原則として公開とする。 

   ただし、審議会の会議において、公開に関する要綱第３条各号の規定に該当する事項を審

議する場合は、その都度、審議会で公開・非公開を決定する。 

 

 ２ 公開に関する要綱の補完として、会議開催の事前公表、傍聴者の決定方法、会議録の作成

及び公開について規定した、倉敷市水道事業経営審議会会議の公開事務取扱要領により行う。 
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倉敷市審議会等の会議の公開に関する要綱 

平成１５年１月３０日 

告示第３５号 

  （目的） 

第１条 この要綱は、審議会等の会議を公開し、透明かつ公正な会議の運営を図ることにより

、市民の市政に対する理解と信頼を深め、もって開かれた市政の実現を一層推進することを

目的とする。 

 （対象とする会議） 

第２条  この要綱の対象とする会議は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の

４第３項の規定に基づき設置された附属機関及び要綱等により設置された附属機関に準ずる

機関(以下「審議会等」という。)の会議とする。 

  （会議公開の原則） 

第３条  審議会等の会議は、原則として公開する。ただし、次の各号のいずれかに該当すると

きは、会議の全部又は一部を公開しないことができる。 

(１) 法令等の規定により、会議を公開することができないと認められるとき。 

(２) 倉敷市情報公開条例（平成１０年倉敷市条例第５号）第７条各号に掲げる情報（以下

「不開示情報」という。）を取り扱うとき。 

(３) 当該会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生じること

が明らかに予想されるとき。 

 （公開又は非公開の決定） 

第４条  審議会等の会議の公開又は非公開の決定は、前条に規定する基準に基づき、審議会等

の長が、当該会議に諮って行うものとする。 

２  審議会等は、会議を公開しないことを決定したときは、その理由を明らかにしなければな

らない。 

  （会議開催の事前公表） 

第５条 審議会等は、公開する会議について、次の事項をあらかじめ公表しなければならない。 

(１) 会議の名称 

(２) 開催日時 

(３) 開催場所 

(４) 議題 

(５) 傍聴者の定員 

(６) 傍聴手続 
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(７) 連絡先 

(８) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２  前項に規定する事項は、当該会議を開催する日の 1週間前までに、前項に掲げる事項を倉

敷市公告式条例（昭和４２年倉敷市条例第１号）に規定する掲示場（以下「掲示場」という。

）に掲示するとともに、インターネットの本市ホームページに登載するものとする。ただし

、緊急に審議会等の会議が開催されるときは、この限りでない。 

  （公開の方法等） 

第６条 審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、当該会議の傍聴を認めること

により行う。 

２ 審議会等は、審議会等の会議を傍聴する者（以下「傍聴者」という。）の定員を５名以上

であらかじめ定め、当該会議の会場に傍聴席を設けるものとする。 

３ 会議の傍聴を希望する者が前項の定員を超えるときは、先着順により傍聴者を決定するも

のとする。ただし、審議会等が特に必要と認めるときは、他の方法によることができる。 

４  審議会等は、会議を公開するに当たっては、会議が公正かつ円滑に行われるよう傍聴に関

する手続等を定めるとともに、傍聴に係る注意事項を記載した書面を傍聴者に配布する等、

会場の秩序の維持に努めなければならない。 

 （傍聴することができない者） 

第７条  次の各号いずれかに該当する者は、会議を傍聴することができない。 

(１) 銃器その他危険なものを持っている者 

(２) 酒気を帯びていると認められる者 

(３) 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼりの類
たぐい

を持っている者 

(４) 笛、ラッパ、太鼓その他の楽器の類
たぐい

又は拡声器を持っている者 

(５) 前各号に定めるもののほか、会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすと認められる者 

 （傍聴者の守るべき事項） 

第８条 傍聴者は、係員の指示に従うとともに、次の事項を守り、静穏に傍聴しなければなら

ない。 

(１) 会議場における発言に対して、拍手その他の方法により賛否を表明しないこと。 

(２) 会議場において発言しないこと。 

(３) みだりに席を離れないこと。 

(４) 飲食又は喫煙をしないこと。 

(５) 会議場において撮影、録音その他これに類する行為をしないこと。 

(６) 前各号に定めるもののほか、会議場の秩序を乱し、又は会議の妨げとなるような行
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為をしないこと。 

  （傍聴者の退場） 

第９条 傍聴者は、審議会等の会議を非公開とする決定があったときは、速やかに退場しなけ

ればならない。 

２ 審議会等の長は、傍聴者が前条の規定に反するときはこれを制止し、その命令に従わない

ときはこれを退場させることができる。 

  （会議資料の提供） 

第１０条  審議会等は、傍聴者に会議資料（不開示情報が記録されている部分を除く。）を配

付するものとする。ただし、図面、地図、写真、報告書等については、原則として当該会議

が終了するまでの間、会場に備え、傍聴者の閲覧に供するものとする。 

  （会議録の作成及び公開） 

第１１条 審議会等は、会議終了後速やかに会議録を作成しなければならない。 

２  会議録には、次の事項を記載するものとする。 

(１) 会議名 

(２) 開催日時 

(３) 開催場所 

(４) 出席者（委員及び事務局） 

(５) 議題 

(６) 傍聴者の数 

(７) 審議内容 

(８) 前各号に定めるもののほか、審議会等が必要と認める事項 

３  審議会等は、公開した会議の会議録の写しを、当該会議を開催した日の属する年度の翌年

度の末日まで閲覧に供さなければならない。 

  （運用状況の報告及び公表） 

第１２条  市長は、この要綱の運用状況に関し、毎年度公表するものとする。 

  （その他） 

第１３条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。ただし、第４条の規定は、告示の日から施

行する。 
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倉敷市水道事業経営審議会会議の公開事務取扱要領 

 

１ 目的 

  この要領は、倉敷市水道事業経営審議会（以下「審議会」という。）の会議を「倉敷市審議 

会等の会議の公開に関する要綱」（以下「要綱」という。）第１３条の規定により公開するた

めに必要な事項を定めることを目的とする。 

２ 会議開催の事前公表（要綱第５条） 

審議会を所管する水道局水道総務課企画検査室（以下「企画検査室」という。）は、審議 

会開催決定後、速やかに会議開催のお知らせを情報公開室に通知するものとする。 

３ 傍聴者の決定方法等（要綱第６条） 

  審議会の傍聴者の定員は、原則として５人とし、傍聴の受付は、会議開催の３０分前か 

ら開催予定時刻まで傍聴申込書により先着順で行い、定員になり次第終了する。 

  また、傍聴者には、傍聴券及び傍聴規定を交付するものとする。 

４  会議録の作成及び公開（要綱第１１条） 

(１) 会議録は、原則として会議終了後１箇月以内に企画検査室が作成する。 

 (２) 審議内容の記述は、発言者については委員、事務局等を区別し、発言された内容にお

いてはその要旨とする。  

(３) 会議録の確定は、会長又は副会長いずれかによる承認により行う。 

(４) 会議録の公開は、情報公開室において閲覧に供するほか、企画検査室のホームページ

に掲載することにより行う。 

５ その他の事項 

  この要領に定めるもののほか、必要な事項は、要綱に基づき、会長が当該会議に諮って、 

別に定めるものとする。 

   附 則 

 この要領は、平成１５年８月５日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和５年８月１８日から施行する。 

 

 



第１回倉敷市水道事業経営審議会

日 時：令和５年８月２２日(火)
午後２時００分～

場 所：水道局３階 大会議室
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資料 １



倉敷市水道事業の概要

第１回倉敷市水道事業経営審議会資料
令和５年８月２２日

2



（１）水道事業の概要
・水道の仕組み
・沿革
・業務概要
・水源と取水場、浄水場
・給水区域

審議会の概要
審議内容の経過
今後の審議内容（予定）

倉敷市水道事業の概要

説明内容

倉敷市水道事業経営審議会について

（２）水道事業の現状
・給水人口、年間給水量、年間
有収水量の推移・予測

・水道施設の状況
・水道料金の状況
・組織

（３）水道局の取り組み

3



１ 設置根拠 倉敷市水道事業経営審議会条例
２ 所掌事務 水道料金の改定その他水道事業の経営

に関する事項を調査、審議する。
３ 任 期 令和５年８月１日～令和７年７月３１日

（２年間）
４ 開催回数 年５回程度

審議会は原則公開とし
会議後に会議録要旨を
作成し公開します。

倉敷市水道事業経営審議会について

審議会の概要

4



審議内容の経過（１）

第９期（平成２９年８月～令和元年７月）

・水道事業の概要
・倉敷市水道事業整備計画の概要、各事業
◆諮問「水道料金の適正水準について審議会
の意見を問う」（平成３０年１月１０日）

・水道料金の検討
◆市長への答申 （平成３０年６月２９日）
・平成３０年７月豪雨災害の対応状況
・くらしき水道ビジョンー２０１９ー策定
・水道事業の広域連携に関する検討状況

主なもの

5



審議内容の経過（２）

第１０期（令和元年８月～令和３年７月）

・水道事業の概要
・予算、決算の報告
・くらしき水道ビジョン 取組と進捗
・節水への呼び掛け
・コロナ禍における水道局の取り組み
・水道料金の支払い方法の追加
・広報のあり方・手法について

主なもの

6



・水道事業の概要
・水道局各課業務の概要
・くらしき水道ビジョン 取組と進捗
・予算、決算の報告
・学校水道水リフレッシュ化事業
・倉敷市水道整備事業の報告
・第一期基盤強化計画の事業概要
・水道料金の仕組み

第１１期（令和３年８月～令和５年７月）

主なもの

審議内容の経過（３）

7



・水道事業の概要
・くらしき水道ビジョン-2019- 取組と進捗など

・第一期基盤強化計画の事業概要
・水道財政の仕組み
・水道料金の仕組み
・収支予測
・水道施設（浄水場）見学

今後の審議内容（予定）

第１２期（令和５年８月～令和７年７月）

主なもの

8



倉敷市水道事業の概要

9



（１）水道事業の概要

表流水・伏流水・地下水

水源(取水)

ろ過、消毒し
水道水に浄水

浄水場

水道水を貯留

配水池

配水池の高低差やポ
ンプ圧力により給水

お客様へ水道の仕組み

１

２

５

４

４

３
５

10



・倉敷の水道は、大正５年７月１０日に当時の玉島町で通水を
開始した。（通水開始から１０７年）

・現在の倉敷市水道事業は、平成１７年８月１日に、旧倉敷市
と旧真備町が合併したことに伴い、平成２４年４月１日にそれ
ぞれの事業である倉敷水道事業と真備水道事業を統合し倉敷市
水道事業となっている。

業務概要（令和４年度末現在）

沿革

給水区域内人口： ４７６，７１０人

給水人口： ４７６，４１４人

水道普及率： ９９．９％

給水戸数： ２１８，４６４戸

年間総給水量： ５８，９１９，５９６㎥

年間有収水量： ５５，００３，１４４㎥ 11



水源と取水場

水源は、表流水と伏流水、地下水 取水場は４か所

浄水場

本市が管理するのは、片島、福井、上成、真備
浄水場で、ここで浄水した自己水に加えて、
備南水道企業団、岡山県南部水道企業団、岡山
県広域水道企業団の３つの浄水場から受水し、
市内全域へ水道水を給水している。

総社浄水場
（岡山県広域水道企業団）

酒津浄水場
（備南水道企業団）

西阿知浄水場
（岡山県南部水道企業団）

伏流水

表流水
川の表面を流れて
いる水

川の下の砂礫層
を流れている水 12



給水区域

１

２

３４

５

６

13



給水人口は、平成２８年度をピークに減少し、加えて、ライフ
スタイルの変化や節水型機器の普及などにより、家庭での使用
水量の減少により、年間有収水量も減少傾向にある。

給水人口、年間給水量、年間有収水量の推移

（２）水道事業の現状

H27⇒R4
▲157万㎥（▲2.8%）

H27⇒R4
▲216万㎥（▲3.6%）

14



442

452

462

472

482

492

5,100

5,300

5,500

5,700

5,900

6,100

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24

千人万㎥ 給水人口及び年間給水量・年間有収水量の予測 給水人口（人）

年間給水量（㎥）

年間有収水量（㎥）

今後、さらに人口減少に伴い年間有収水量も年々減少すること
が予測され、水道料金の減収による事業経営への影響が懸念さ
れる。また、現在の施設能力が過剰となることが懸念される。

給水人口、年間給水量、年間有収水量の予測

推計値実績値

R4⇒R24
▲368万㎥（▲6.7%）

R4⇒R24
▲27,879人（▲5.9%）

15



水道施設の状況（１）（令和４年度末現在）

管路 延長

導水管
（取水場 浄水場）

１３．４㎞

送水管
（浄水場 配水池）

２７．０㎞

配水管
（各家庭等に送る管）

３，３０８．５㎞

総延長 ３，３４８．９㎞

管路延長 施設数

施設の種類 施設数

取水場 ４か所

浄水場 ４か所

配水池 ８８か所

16



水道施設の状況（２）

高度経済成長期の1970（昭和45）年代から整備に取り組んで
きた多くの管路が更新の時期を迎えるため、更新ペースを上
げる必要がある。また、初期に整備されたものは、非耐震管
であることから、南海トラフ巨大地震等に備えるためにも、
早急に耐震化を進める必要がある。

管路の敷設年代

昭和34   35     45     55 平成2 12     22

17



水道施設の状況（３）（令和４年度末現在）

施設区分 耐震適合率

基幹管路 ４２．３％

【参考】基幹管路

耐震管と良好な地盤に埋設され
ている管のこと。

管路の耐震適合率

水道局では、導水管、送水管
、口径４００ミリメートル以
上の配水管を基幹管路として
いる。

耐震適合性のある管

18



水道料金の状況（１）

直近の料金改定

現在の料金体系

改定年度 平成３０年度（条例改正 平成３１年１月１日）
改定率 １４．９５％

料金体系：用途別料金体系
水道料金は、基本料金と超過料金からなる二部料金制で、
超過料金は、使用水量の増加に応じて単価が高くなる
逓増型従量料金制を採用している。

【参考】口径別料金体系

水道メーターの口径に応じて料金を設定するもの。

19



中核市６２市との比較では、中核市平均2,829円に対し本市が
2,200円でかなり安い水準である。

水道料金の状況（２）

中核市平均
2，829円

20



県内１５市との比較では、玉野市に続いて２番目に安い水準で
ある。

水道料金の状況（３）

県内都市平均
３，３２８円

21



５人（３） ２１人（７）

３１人（２０）

１２人（１２）

１６人（１４）

１６人（１６）

１3人（１3）

組織（１） （令和５年４月１日現在）
※カッコ内は技術系職員の内数

水道営業課 水島営業所

玉島営業所

児島営業所

漏水対策係

工務係水道管理課

給水課 給水係

工事係

改良１係

水質管理係

施設管理係

水道建設課

浄水課

建設係

改良２係

企画検査室

水道総務課 庶務係

経理係

水道局

22



業務の委託等により経営の合理化を進めてきた結果、事務系職
員数が減少している。また、技術系職員は、ベテラン職員の退
職により若返りが進んでいる。日常の施設の建設改良や維持管
理に加え災害緊急時の対応に備える必要があることから必要な
人員を確保し技術や技能を継承していくことが重要である。

水道局職員数の推移

組織（２）

23



（３）水道局の取り組み

24

耐震性貯水槽の仕組み 耐震性貯水槽の設置場所

再生可能エネルギーの導入
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倉敷市水道事業経営審議会（令和 5年 8月 22 日） 

 

1 
 

倉敷市水道事業の財政状況 

１ 水道事業の位置付けと財政規模 

 (１) 水道事業の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 財政規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠法令 ➡ 

目  的 ➡ 

 

経営原則 ➡ 

 

記帳方法 ➡ 

地方公共団体 

（倉敷市） 

・地方自治法 

・公共の福祉 

 （税の再配分） 

・税金や補助金 

による事業 

・単式簿記 

公営企業 

（倉敷市水道局） 

・地方公営企業法 

・公共の福祉、非営利 

（必要最低限の利益） 

・自己の収入による事業 

（独立採算制） 

・複式簿記 

民間企業 

（株式会社） 

・会社法 

・利潤の追求 

（営利目的） 

・発行した株式で 

資金調達を行い事業 

・複式簿記 

市民病院
事業
1%

一般会計
47%

特別会計
24%

下水道事業
8%

モーター
ボート競走

事業
16%

水道事業
4%

令和 5年度 

倉敷市当初予算 

（4,204 億円） 

の内訳 

（159 億円） 

資料 ２   



倉敷市水道事業経営審議会（令和 5年 8月 22 日） 
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２ 令和５年度水道事業予算の概要 

 (１) 水道水をつくり、送り届けるための収入と支出（収益的収入及び支出） 

 

収入 

97.0億円 

 

 

支出 

82.2億円 

 

 

 (２) 今ある水道施設を強化するための収入と支出（資本的収入及び支出） 

 

収入 

20.8億円 

 

 

支出 

76.7億円 

 

 

３ 収益的収入（決算額）の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

水道利用加入金など 
21.1 億円（21.8％） 

 
 

水道料金 75.9 億円（78.2％） 
 

 

 
浄水場で水道水をつくる費用や 
水道事業を運営する費用など 

51.2 億円（62.3％） 
 

 
 

減価償却費など 

31.0 億円（37.7％） 
 

 
利益 

14.8 億円 
 

 
企業債の償還 
11.7 億円 
（15.3％） 

 

 
 

施設の建設や改良に係る費用 
65.0 億円（84.7％） 

 

 

内部留保資金 

55.9 億円 
 

 
企業債の発行 
17.5 億円 
（84.1％） 

 

 
負担金など 
3.3 億円 

（15.9％） 

86.286.987.087.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度（見込）

（単位：億円） 



本市水道事業では、今までに整備した水道施設の多くが老朽化し、今後、維持管理や更新に多額の事業

費が必要になると想定されています。その中で「倉敷市水道施設50年構想」は、将来にわたる水道水の安

定供給のため、これまで実施してきた老朽化対策に加え、今後の水需要の減少を見据えた施設の統廃合

や、ダウンサイジングによる水道施設の再構築、及び自然災害に対する水道施設の強化について、令和4

年から令和53年の50年間にわたる基本方針を示すものです。

50年構想では、本市水道事業が抱える3つの課題「課題1 人口減少による水需要減少」「課題2 増え

続ける老朽化資産」「課題3 激甚化する自然災害」を解決するために2つの基本方針『基本方針1 最適化

と計画的な更新』および『基本方針2最適化と災害対策の推進』を掲げました。

この2つの基本方針を実現するため、前者においては、浄水場等を統廃合、施設能力を適正化するとと

もに、計画的に施設、整備、管路の更新に取り組み、後者においては、被害の抑制と影響の最小化に焦点

をあて、耐震化、水害対策を実施するとともに、バックアップ体制の構築を目指すこととし、事業体系を作

成しました。第一期基盤強化計画では、その事業体系に対して以下の事業区分を設けて事業を実施します。

基盤強化計画は、上記 『倉敷市水道施設50年構想』で検討された中長期的な基本構想に基づく、整備

内容を10年間区切りで抽出した計画です。その中で、今回策定した基盤強化計画は、直近10年（令和4年

度～令和13年度）で整備すべき内容を示した『第一期基盤強化計画』にあたります。なお、「50年構想」

「第一期基盤強化計画」のいずれにおいても、国の方針である改正水道法や防災・減災、国土強靭化のため

の5か年加速化対策を考慮したものとします。

本基盤強化計画の目標値と目標設定を以下に示します。一部の指標でビジョンの目標値（目標年度：

令和10年度）を満足しないことになりますが、これは上成浄水場の統合更新が第二期基盤強化計画で

の完了となったためであり、同整備が完了するとビジョンの目標値も達成することになります。

R4 R13 R53

倉
敷
市

倉
敷
市
水
道
局

第六次総合計画

（H23-R2）

第七次総合計画

（R3-R12）

くらしき水道ビジョン-2019-

（R1-R10）

倉敷市水道施設50年構想（R4-R53）倉敷市水道事業整備計画

（H24-R3） 第一期基盤強化計画

（R4-R13）
第二期基盤強化計画～第五期基盤強化計画

（R14-R53)

【国】防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策（R2)【国】改正水道法（R1）

倉敷市水道整備事業（H24-R3）

第1次整備計画（H24-R3）

R4～R13
2022～2031

R14～R23
2032～2041

R24～R33
2042～2051

R34～R43
2052～2061

R44～R53
2062～2071

第一期
基盤強化計画

第二期
基盤強化計画

第三期
基盤強化計画

第四期
基盤強化計画

第五期
基盤強化計画

（R10） （R13） （R10） （R7/R10）※

浄水施設の耐震化率 27.2％ 50％ 56％ 100％ 41％

ポンプ所の耐震化率 51.3％ 71％ 71％ 80％ -

配水池の耐震化率 60.7％ 87％ 88％ 70％ 70％

基幹管路の耐震適合率 41.5％ 60％ 64％ 55％ 60％

重要給水施設配水管路の耐震適合率 43.1％ 72％ 73％ 55％ -

管路の耐震適合率 22.8％ 28％ 30％ 30％ -

浸水対策浄水施設数 0箇所 1箇所 1箇所 2箇所 -

※基幹管路の耐震適合率のみ令和10年度

R3末現在

第一期基盤強化計画目標値

（R4～R13）

ビジョン

目標値

国土強靭化

目標値指標
（R10） （R13） （R10） （R7/R10）※

Ｂ６０２ 浄水施設の耐震化率 27.2％ 50％ 56％ 100％ 41％

Ｂ６０３ ポンプ所の耐震化率 51.3％ 71％ 71％ 80％ ―

Ｂ６０４ 配水池の耐震化率 60.6％ 87％ 88％ 70％ 70％

Ｂ６０６ー２ 基幹管路の耐震適合率 41.5％ 60％ 62％ 55％ 60％

Ｂ６０７ー２ 重要給水施設配水管路の耐震適合率 43.1％ 63％ 67％ 55％ ―

― 管路の耐震適合率 22.8％ 28％ 30％ 30％ ―

― 浸水対策浄水施設数 0箇所 1箇所 1箇所 2箇所 ―

※基幹管路の耐震適合率のみ令和10年度

指標 R3末現在

第一期基盤強化計画目標値

（R4～R13）

ビジョン

目標値

国土強靭化

目標値



指標 R3末現在 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 令和4年度厚労省重要給水施設管路の耐震化に係る調査（令和3年度末時点）

浄水施設の耐震化率 27.2% 27% 27% 27% 27% 50% 50% 50% 50% 50% 56%

ポンプ所の耐震化率 51.3% 65% 65% 65% 65% 71% 71% 71% 71% 71% 71%

配水池の耐震化率 60.7% 61% 61% 69% 69% 73% 82% 87% 87% 88% 88% 重要給水施設管路の延長 重要給水施設耐震管路の延長 重要給水施設耐震適合性を有する管路の延長

基幹管路の耐震適合率 41.5% 42% 45% 48% 51% 54% 57% 60% 61% 63% 64% 48,527km 22,559km 23,717km

重要給水施設配水管路の耐震適合率 44.7% 53% 54% 57% 59% 63% 67% 72% 72% 72% 73%

管路の耐震適合率 22.8% 23% 23% 24% 25% 26% 27% 28% 28% 29% 30% 重要給水施設管路の延長 重要給水施設耐震管路の延長 重要給水施設耐震適合性を有する管路の延長

浸水対策浄水施設数 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 28,151km 10,544km 10,546km

重要給水施設管路の延長 重要給水施設耐震管路の延長 重要給水施設耐震適合性を有する管路の延長

76,678km 33,103km 34,263km

配水本管

配水支管

配水管全体

指標 R3末現在 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 令和4年度厚労省重要給水施設管路の耐震化に係る調査（令和3年度末時点）

浄水施設の耐震化率 27.2% 27% 27% 27% 27% 50% 50% 50% 50% 50% 56%

ポンプ所の耐震化率 51.3% 65% 65% 65% 65% 71% 71% 71% 71% 71% 71%

配水池の耐震化率 60.6% 61% 61% 69% 69% 73% 82% 87% 87% 88% 88% 重要給水施設管路の延長 重要給水施設耐震管路の延長 重要給水施設耐震適合性を有する管路の延長

基幹管路の耐震適合率 41.5% 42% 45% 48% 51% 54% 57% 60% 61% 63% 64% 48,527km 22,559km 23,717km

重要給水施設配水管路の耐震適合率 44.7% 53% 54% 57% 59% 63% 67% 72% 72% 72% 73%

管路の耐震適合率 22.8% 23% 23% 24% 25% 26% 27% 28% 28% 29% 30% 重要給水施設管路の延長 重要給水施設耐震管路の延長 重要給水施設耐震適合性を有する管路の延長

浸水対策浄水施設数 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 28,151km 10,544km 10,546km

重要給水施設管路の延長 重要給水施設耐震管路の延長 重要給水施設耐震適合性を有する管路の延長

76,678km 33,103km 34,263km

配水本管

配水支管

配水管全体

40

68
59 62 61

55
50

35 35 34

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

施設更新事業（取水・浄水） 施設更新事業（送水・配水）※1 施設耐震化事業

施設水害対策事業 バックアップ事業 設備更新事業※2

管路整備関連事業

（億円）

本基盤強化計画の指標値の年毎の推移の予測を以下に示します。 整備費用の見込みを以下に示します。第一期基盤強化計画の期間で約499億円の整備となります。

事業ごとの内訳を以下表に示します。

※１：一部施設整備に合わせた管路整備含む
※２：１０年間の更新需要の平均値を計上

第一期基盤強化計画を推進することで、１０年間で以下図のように施設・管路の耐震化状況が改善され

ます。

：基幹管路・重要施設管路（耐震管）

：耐震化済の浄水場

：耐震化済の主要な配水池

：基幹管路・重要施設管路（非耐震管）

：未耐震化の浄水場

：未耐震化の主要な配水池

宇野津配水池

下の町配水池

広江配水池

福井配水池

浅原配水池

上成浄水場

西之浦配水池
西之浦第2配水池

片島浄水場
（水害対策実施）

辻田配水池

長尾配水池

勇崎配水池

白銀山配水池
福田配水池

福井浄水場

箭田第2配水池

下二万配水池

【凡例】

令和13年度将来

真備浄水場

下の町配水池

広江配水池

福井配水池

浅原配水池

上成浄水場

西之浦配水池
西之浦第2配水池

片島浄水場

辻田配水池

長尾配水池

勇崎配水池

白銀山配水池
福田配水池

福井浄水場

箭田第2配水池

下二万配水池

令和3年度現在

真備浄水場

【指標値の推移予測】

管路に係る事業は「管路更新事業」、 「重要給水施設管路の耐震化事業」、 「基幹管路の耐震化事

業」、「中口径管路の耐震化事業」の4つに区分しています。各年度の整備延長・整備費用を以下に示

し、対象管路を次頁に示します。

管路事業量 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 合計

管路整備延長（km） 25.7 32.6 27.0 31.0 31.5 34.5 30.9 24.7 26.5 28.5 292.9

管路整備概算費用（億円税込） 27.1 52.0 40.0 45.3 43.5 43.3 39.7 25.5 23.6 25.8 365.8

※基幹配水池のうち、第１配水池または3,000m3以上の施設を表示

計画全体合計 基本方針区分 事業中区分 事業小区分

第一期基盤強化計画（R4～R13） 基本方針１　最適化と計画的更新の推進 浄水場等の統廃合及び施設能力の適正化 施設更新事業（取水・浄水）

施設　126施設
管路　293km

計画規模合計：499.3億円

施設　125施設
管路　202km

施設　２施設 施設　２施設

施設・設備の計画的更新 施設更新事業（送水・配水）

施設　124施設

施設　24施設

設備更新事業

施設　119施設

管路の計画的更新 管路更新事業

管路　202km 管路　202km

基本方針２　最適化と災害対策の推進 施設の耐震化

施設　1施設 施設　1施設

バックアップ体制の構築 バックアップ体制構築事業

施設　3施設 施設　3施設

浄水場の耐震化事業

施設　10施設
管路　91km

施設　7施設

施設　1施設

配水池・ポンプ場の耐震化事業

施設　6施設

管路の耐震化 基幹管路の耐震化事業

管路　91km

※管路によっては基幹管路と重要給水施設管路は重複する
場合があるため、小区分の合計値とはならない。

管路　14km

重要給水施設管路の耐震化事業

管路　55km

中口径管路の耐震化事業

管路　34km

浄水場の水害対策 浄水場の水害対策事業






